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報告要旨 

 

本稿は，社会保険料の負担が最終的に事業主と労働者にどのように帰着するかについて

実証分析をおこなう。事業主負担の帰着に関するわが国の実証研究はまだ数が少ないが，

完全に賃金に転嫁されるという結論からはじまって，部分的に転嫁される，まったく転嫁

されない，逆方向の転嫁が生じるまで幅広い結果が得られており，評価はまだ定まってい

ない。われわれは岩本・濱秋 (2006)で，Tachibanaki and Yokoyama (2006)と Komamura 
and Yamada (2004)でそれぞれ得られた解釈が困難な結果（賃金への正の影響，賃金への完
全な転嫁）は，推定式にトレンド変数を含めないことで見せかけの相関が生じたことと，

事業主負担が内生的に変動するためにバイアスをもった推定結果が得られていることで説

明できることを示唆した。 

本稿では，この主張をさらに補強する分析をおこなった。まず Tachibanaki and 
Yokoyama (2006)の産業別年次データを用いた分析において，長期的な上昇トレンドを持つ
だけでなく，説明が困難な短期的な実質賃金の変動を示す鉱業と不動産業の標本を除外し

て推定を行った。この結果，時系列的な上昇トレンドのある厚生年金の保険料率の係数は，

推定式にトレンド項を加えることで符号が正から負に変わり，逆に，そのようなトレンド

のない健康保険と雇用保険では，トレンド項の有無に関係なく保険料率の係数は負に推定

された。また，Komamura and Yamada (2004)の個別健康保険組合のデータを用いた分析
では，手取り賃金と総人件費に対して，労働者と事業主がそれぞれ負担する保険料が与え

る影響，あるいは，事業主負担比率と労使の保険料合計が与える影響を推定した。これに

より，保険料率が内生的であると考えれば，社会保険料の負担は労働者に部分的に転嫁さ

れると解釈するのが妥当であるという結果を得た。 
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